




機能別整備方針4

新市庁舎の規模5

　執務スペース／連携スペース／窓口カウンター

　オープンミーティングスペース／会議室など

　本会議場／委員会室／議員控室／正副議長室

　応接室／会議室／図書室など

　市民情報センター／市民相談室／案内所

　市民協働・交流室／屋根付き市民広場(アトリウム)など

　危機管理センター／津波避難ビル機能

　電気・機械室／非常用電源設備

● 市庁舎に集約する機能
　・関内地区の民間ビル等に分散している組織の執務室・会議室など（職員数：6,000人）

● 行政部門の想定規模 ：　62,600㎡
　・行政機能　 事務室　45,900㎡（全職員に対する一人当たりの面積　約7.8㎡）
　　　　　　　 書庫・倉庫　5,100㎡／会議室　5,400㎡／その他諸室　2,400㎡

　・市民利用機能（1,900㎡）
　・危機管理機能（1,900㎡）

● 議会部門の規模 ：　9,000㎡
　・「新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方について」(24年11月)の最大面積

● 商業機能の規模 ：　4,000㎡
　・賑わいを創出する飲食・物販等(1,500㎡)／ビル就業者向け商業施設(2,500㎡)

新市庁舎全体の規模
  （㎡） 

行 政 部 門  62,600 

市 会 部 門  9,000 専 用 部  

商 業 機 能  4,000 

専用部  

合計 

75,600 

共 用 部 53,300  

(容積率対象)
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連絡通路 店舗等 

機械式駐車場 

約150m 

 アトリウム 市民利用機能

行 政 機 能 議 会 機 能

市民利用機能 危機管理機能

　● 各機能における諸室について、備えるべき機能をまとめました。

( )

【イメージ図】※確定した計画内容ではありません。

　建物の高さ、形状については、1つのイメージとして示したものです。

　今後、再開発地区計画等の規定に基づき、機能性、景観、コストなど

　の観点から総合的に検討し決定していきます。
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開業年度

費用累計額（億円）

入居開始

 30 年（市債償還終了）

 差額：約176億円

差額：約280億円

事業期間

事業手法・スケジュール6

7

● 事業手法 ： 直営（公共発注）手法

● 発注方式 ： 設計・施工一括発注（デザインビルド）方式

　　　　　　   ※ 高度の技術力・ノウハウ等の導入、工期・コストの縮減、市内経済の活性化 などの視点を総合的に考慮して採用しました。

事業手法・発注方式

ス ケ ジ ュ ー ル

おおむね次のとおりとなります。(平成32年1月しゅん工、6月移転完了を目標)

 事業年度 － 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

設計・施工
一括発注方式

発注手続
（９カ月）

工 事（30カ月）

基本計画
設計要件の整理・
発注資料の作成

先行作業
(６カ月)

（施工準備等）

移転

設　計(24カ月)

● 新市庁舎が完成し移転するまでの費用

　・建設費　　　約587億円

　・設計費　　　約   29億円

　・移転費　　　約7.52億円

　・退去修繕費　約5.96億円

● 新市庁舎完成後 必要となる費用

　・維持管理費　約  6.83億円／  年

　・計画修繕費　約190.8億円／50年

※事業費は現段階の試算であり、今後さらに精査していきます。

新市庁舎を整備した場合に必要となる費用

(建設費、利息、維持管理・修繕費等

　－ 民間賃貸収入)の累計額

新市庁舎を整備しない場合に

支出し続けなければならない費用

(民間ビル賃借料、現庁舎維持管理費等)の累計額

事業費・収支シミュレーション

 48 年
　現状負担と逆転

) 約616億円
　  市債 
　    約487億円
　  一般財源
　    約129億円
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